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   平成２７年６月定例会 議案一覧表    

 市長提出議案（６月２日提出） 

議案番号 件           名 議 案 の 内 容 議決結果 

報  告 

第 １ 号 
平成２６年度いなべ市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について 

平成２６年度いなべ市一般会計予算の一部を平成２７年度

へ繰り越したので報告を受けるものです。 
 

報  告 

第 ２ 号 
平成２６年度員弁土地開発公社決算等の報告について 

員弁土地開発公社の平成２６年度決算及び平成２７年度

事業計画等について報告を受けるものです。 
 

承  認 

第 １ 号 

専決処分の承認を求めることについて（いなべ市税条例の一部を改正する条

例） 

地方税法等の一部を改正する法律が公布されたこと

に伴い、所要の改正を専決・公布したので、承認を受

けようとするものです。 

承  認 

６月２日 

議  案 

第２６号 
いなべ市税条例等の一部を改正する条例の制定について 

地方税法等の一部を改正する法律の施行に伴い、旧３級

品の紙巻きたばこに係る特例税率を段階的に廃止し、個

人の市民税における住宅ローン控除制度の適用期限を延

長するなどの条例を改正しようとするものです。 

可  決 

６月１９日 

議  案 

第２７号 
第２次いなべ市総合計画基本構想の策定について 

第１次いなべ市総合計画の計画期間が終了するため、平

成２８年度からの第２次いなべ市総合計画を策定する必要

があるため、その基本構想を策定しようとするものです。 

可  決 

６月１９日 

議  案 

第２８号 
行政不服審査法の全部改正に伴う関係条例を整理する条例の制定について 

行政不服審査法が全部改正されたことに伴い、市の行政

庁の処分又は不作為に関する不服申立てがあった場合の

規定を整理しようとするものです。 

可  決 

６月１９日 

議  案 

第２９号 
いなべ市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

介護保険法施行令及び介護保険の国庫負担金の算定等

に関する政令の改正により、第１号被保険者の保険料の

減額賦課に係る基準が定められたため、条例を改正しよう

とするものです。 

可  決 

６月１９日 

議  案 

第３０号 
いなべ市学校設置条例の一部を改正する条例の制定について 

藤原地区の５つの小学校を廃止し、平成２９年４月から新

たにいなべ市立藤原小学校を設置しようとするものです。 

可  決 

６月１９日 
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議案番号 件           名 議 案 の 内 容 議決結果 

議  案 

第３１号 
いなべ市道路線の認定について 

既存の県道と市道を接続する路線をいなべ市道として認

定しようとするものです。 

可  決 

６月１９日 

議  案 

第３２号 
いなべ市道路線の廃止について 

一般交通に用に供する必要がなくなった道路を廃止しよう

とするものです。 

可  決 

６月１９日 

議  案 

第３３号 
平成２７年度いなべ市一般会計補正予算（第１号） 

歳入（収入）、歳出（支出）それぞれ８，８４７万２，０００円を

追加し、予算の総額をそれぞれ２３５億２，８４７万２，０００

円にしようとするものです。 

可  決 

６月１９日 

議  案 

第３４号 
平成２７年度いなべ市介護保険特別会計補正予算（第１号） 

歳入（収入）、歳出（支出）それぞれ７４１万９，０００円を追

加し、予算の総額をそれぞれ３４億６９１万９，０００円にし

ようとするものです。 

可  決 

６月１９日 

 

発  議（６月２日提出） 

議案番号 件           名 議 案 の 内 容 議決結果 

発  議 

第 １ 号 
議会改革検討特別委員会の設置に関する決議について 

議会改革検討特別委員会を設置し、議会基本条例等に関

する検討（調査）をしようとするものです。 

可  決 

６月２日 

 

市長提出議案（６月１２日提出） 

議案番号 件           名 議 案 の 内 容 議決結果 

議  案 

第３５号 
工事請負契約の締結について（いなべ市立（仮称）藤原小学校建設工事） 

 藤原地区内の５つの小学校を統合するため、藤原中学

校敷地内に新しい小学校舎を建設しようとするものです。 

可  決 

６月１９日 

 

発  議（６月１９日提出） 

議案番号 件           名 議 案 の 内 容 議決結果 

発  議 

第 ２ 号 
平和安全法制について国民に丁寧な説明を求める意見書の提出について 

「平和安全法制」の関連法案については、国の重要課題で

あるため、国民に対し丁寧な説明を行うことを求めるもので

す。 

可  決 

６月１９日 

 


